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１ 業務の基本情報 

⑴ 業務名 

吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務（以下「本業務」という。） 

 

⑵ 業務の概要、仕様等 

別紙１「吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務に関する調達仕様書」の

とおり。 

詳細は、契約事業者と協議のうえ決定する。 

 

⑶ 契約期間 

契約締結の日から令和４年３月３１日までを予定。 

 

⑷ 構築に係る提案限度額 

４６，２６３，１４０円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

※令和３年度における構築に係る見積金額について、上記価格を超える提案は、失 

格とする。 

 

⑸ 事業者選定方法 

公募型プロポーザル方式 

提案書、システム機能及び帳票要件の適合性、見積金額、デモンストレーション・

プレゼンテーション・ヒアリングを審査し、評価を行う。 

 

⑹ 発注者及び提案募集事務局 

ア 発注者 

     吹田市長 後藤 圭二 

イ 提案募集事務局 

吹田市児童部子育て政策室 業務改善担当 

電話番号 06-6105-8016 

電子メールアドレス jidou-sesk@city.suita.osaka.jp 
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２ 参加資格 

⑴ 本業務の提案公募（以下「本プロポーザル」という。）に参加できる者は、次に掲げ

る条件を満たす、単一の企業又は２者以上で同条件を満たすように構成される企業連合

体とする。なお、提案者又は提案者の構成員は、本プロポーザルにおいて他の提案者の

構成員になることはできない。 

 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当

しない者 

イ 吹田市指名停止措置要領（平成１６年４月１日制定）に基づく指名停止の措置を受

けていない者 

ウ 吹田市公共工事等及び売払い等の契約における暴力団排除措置要領（平成２４年１

１月１３日制定）に基づく入札参加除外の措置をうけていない者、また同要領別表に

掲げる措置要件にも該当しない者 

エ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）に基づき更生又は再生手続開始の申立てがなされている者については、更生計

画又は再生計画の認可決定の確定を受けていること 

オ ＩＳＯ２７００１認証又はプライバシーマーク認証を取得している者 

カ 公示日の前日から過去５年間の間に、官公庁（国、都道府県、人口概ね１０万人以

上の市又は特別区）と直接契約し、本業務に類する保育所等の業務支援システム構築

業務を完了した実績を有する者 

キ 前項に該当する業務又は同規模の業務にて、プロジェクトマネージャクラス又はプ

ロジェクトリーダークラスとして従事した者を、当該業務に従事させることができる

者 

 

⑵ 企業連合体による参加の場合、前号アからオまでについてはすべての構成員が要件を

満たすこと。前号カ及びキについては、１者以上の構成員が満たすこと 。 

 

⑶ 契約候補者決定までの間に、前２号の要件を満たさなくなった場合は、参加資格を失

うものとする。 
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３ 無効事由 

提案者に次の行為があった場合は、その者の提案を無効とし、選定対象から除外する。 

 

⑴ 最優秀提案事業者の決定時点において、２に掲げる資格のない者が提案したとき。

契約締結時点において、契約候補者が２に掲げる資格を喪失していた場合も同様とす

る。 

⑵ 所定の日時及び場所に提案書類を提出していないとき。 

⑶ ２つ以上の提案をしたとき。 

⑷ 正常な提案の執行を妨げる等の行為をなすおそれがある者、又は、なした者が提案

したとき。 

⑸ その他、本提案募集要項に示す提案に関する条件に違反したとき。 

 

 

４ 失格事由 

提案者に次の行為があった場合は、失格（選定対象からの除外）とするとともに、別

途、入札に準じて指名停止の措置を講じる。 

 

⑴ 吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務プロポーザル選定委員会（以下

「プロポーザル選定委員会」という。）委員及び選定委員会に設置する評価支援部会

員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めること。 

⑵ 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

⑶ 事業者選定終了までの間に、他の提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示す

ること。 

⑷ 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。 

⑸ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 
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５ 提案募集の手続き・日程 

⑴ 提案募集関係書類の交付申請受付 

ア 受付期間 

令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から令和３年４月２７日（火）午後５

時まで。 

イ 交付機関 

提案募集事務局 

ウ 交付方法 

提案募集関係書類の交付を希望する者は、提案募集事務局へ電子メールで申請す

ること。当メール送信後、受付期限までに送信したことを提案募集事務局へ電話で

連絡すること。申請の確認後、電子メールにて交付する。 

 

⑵ 質問の受付及び回答 

ア 質問方法 

業務内容や提案書類作成等について質問がある場合は、資料２【提案募集関係提

出書類一覧】のうち「質問書類」の項に記載の様式を用い、電子メールで提出する

こととする。質問を受領後、本市から受領確認のメールを返信する。 

イ 回答方法 

提出された質問への回答は参加表明しているすべての事業者に対して電子メール

により送付する。 

回答を受領後、事業者は、受領確認のメールを返信すること。 

ウ 質問受付期間 

令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から令和３年４月２７日（火）午後５

時まで。 

エ 質問回答日 

令和３年５月１０日（月）頃 

 

⑶ 参加表明、資格審査書類提出期間 

ア 提出書類 

資料２【提案募集関係提出書類一覧】のうち「参加表明、資格審査書類」の項の

参加表明書等の書類を作成し、持参又は郵送により提出すること。 

イ 提出期間 

令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から令和３年４月２７日（火）午後５

時まで。なお、持参する場合は、市の執務時間中の午前９時３０分から正午まで及

び午後０時４５分から午後５時までのみ受け付ける。また、郵送の場合は、令和３

年４月２７日（火）必着とし、記録が残る方法で送付することとする。 

ウ 提出場所 

提案募集事務局 

 



5 

 

⑷ 参加資格通知 

ア 通知日及び通知方法 

令和３年５月１０日（月）頃に電子メールにより通知し、その後書面による通知

も行う。参加資格がないと認められた者については、その理由を付して通知する。 

イ 参加資格を満たすことが確認できなかった者に対する措置 

参加資格がないと認められた者は、その理由について、次のとおり書面を提出す

ることにより説明を求めることができる。 

(ｱ) 提出期間 

令和３年５月１１日（火）午前９時３０分から令和３年５月１８日（火）午後

５時まで。なお、持参する場合は、市の執務時間中の午前９時３０分から正午ま

で及び午後０時４５分から午後５時までのみ受け付ける。 

(ｲ) 提出場所 

提案募集事務局 

(ｳ) 提出方法 

任意の様式による書面を持参し、又は郵送するものとする。ただし、郵送の場

合は令和３年５月１８日（火）必着とし、記録が残る方法で送付すること。 

(ｴ) 回答方法及び回答日 

説明を求められた場合には、求めた者に対して令和３年５月２１日（金）頃

（発送日）に書面の郵送により回答する。 

 

⑸ 提案書等の提出 

ア 提出書類及び提出方法 

資料２【提案募集関係提出書類一覧】のうち「提案書類」の項の提案書等の書類

を作成し、持参又は郵送により提出すること。 

イ 提出期間 

令和３年５月１１日（火）午前９時３０分から令和３年５月１８日（火）午後５

時まで。なお、持参する場合は、市の執務時間中の午前９時３０分から正午まで及

び午後０時４５分から午後５時までのみ受け付ける。また、郵送の場合は、令和３

年５月１８日（火）必着とし、記録が残る方法で送付することとする。 

ウ 提出場所 

提案募集事務局 

エ 提案書等の作成要領 

別紙３「審査評価項目」に記載する内容について、提案書類を作成すること。 

オ 留意事項 

(ｱ) 提出書類の差し替えは認めない。 

(ｲ) 提出書類は非公開とする。 

(ｳ) 提出書類は返却しない。 
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⑹ 事前審査 

提案者が多数（４者以上）あり、契約候補者の選定に著しい支障が生じると認めら

れるときは、選定委員会において事前審査を行い、以降の審査の対象とする事業者を

３者選定する。提案者が３者以下の場合は、事前審査は行わない。 

ア 実施日時 

令和３年５月１９日（水）から令和３年５月２１日（金）頃まで。 

イ 実施方法 

別紙３「審査評価項目」のうち「システム機能要件及び帳票要件の適合性」及

び「見積金額」の評価を採点し、得点の上位３者を以降の審査対象者に選定する。 

得点が同一の者がいた場合は、様式６－１～６－３「見積書」に記載の価格の

低い者を上位とする。見積価格も同一の場合は、様式９「機能要件対応状況表」

及び様式１０「帳票要件対応状況表」の「対応状況」において、高評価の者を上

位とする。 

当該評価は「対応状況」の以下の回答数を集計し、(ｱ)の回答数が多い順に評価

する。なお、(ｱ)の回答数が同数の場合は(ｲ)の回答数が多い順、(ｲ)の回答数が同

数の場合は(ｳ)の回答数が多い順に評価する。 

(ｱ) ◎ パッケージ標準対応 

(ｲ) □ パッケージ標準機能による代替運用 

(ｳ) △ カスタマイズ対応等の個別対応 

(ｴ) × 実現不可能 

ウ 発表方法 

事前審査の有無又は選定結果は、令和３年５月２５日（火）頃までに電子メー

ルにより通知し、その後書面による通知も行う。なお、審査結果については、契

約候補事業者選定後、吹田市ホームページ上でも公表する。 

 

⑺ 提出書類審査 

    ⑹の結果、審査対象とする対象とする事業者について、選定委員会は提出された提案

書類により、別紙３「審査評価項目」のとおり審査を実施する。 

 

⑻ デモンストレーション及びヒアリング 

評価支援部会において、別紙３「審査評価項目」をもとに提案書に基づくデモンス

トレーション及びヒアリングを次のとおり実施する。 

ア 実施日時 

令和３年５月３１日（月）から令和３年６月４日（金）まで。（予定） 

※実施場所及び実施時間は後日、個別に電子メールにて通知する。 

イ 時間配分 

各者ごとに７５分（デモンストレーション４５分、ヒアリング３０分） 

なお、都合により変更する場合がある。 
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ウ 実施方法 

デモンストレーションは、イの時間の範囲内で、別紙１「吹田市教育・保育施設

運営支援システム構築業務に関する調達仕様書」及び別紙３「審査評価項目」につ

いて、本市が予め指定する項目について、実機を用いた機能説明等を行うこと。本

市指定の項目は、事前審査の有無又は結果を通知する際に併せて通知する。デモン

ストレーション実施後に、本市から質問を行うため、それに対する回答を行うこと。

出席可能人数は５名までとする。 

エ デモンストレーション用資料 

デモンストレーション用の資料を用いる場合は、提案書の内容を逸脱しないこと。

また、資料の電子媒体をプレゼンテーション前日までに提案募集事務局に提出する

こと。当日、紙媒体を使用する場合は、提案者にて２０部準備すること。 

オ デモンストレーション用機材 

デモンストレーション用機材のうち、スクリーンは本市にて用意する。プロジェ

クタ及びパソコンは提案者にて用意すること。詳細は事前審査の有無又は結果を通

知する際に併せて通知する。 

 

⑼ プレゼンテーション及びヒアリング 

選定委員会において、別紙３「審査評価項目」をもとに提案書に基づくプレゼンテ

ーション及びヒアリングを次のとおり実施する。 

ア 実施日時 

令和３年５月３１日（月）から令和３年６月４日（金）まで（予定） 

※実施場所及び実施時間は後日、個別に電子メールにて通知する。 

イ 時間配分 

各者ごとに４５分（プレゼンテーション３０分、ヒアリング１５分） 

なお、都合により変更する場合がある。 

ウ 実施方法 

プレゼンテーションは、イの時間の範囲内で、本業務のプロジェクト責任者又は

プロジェクトマネージャが、実機も用いて提案システムのコンセプト説明や機能説

明等を行うこと。ヒアリングは、プレゼンテーション実施後に、本市から質問を行

うため、それに対する回答を行うこと。出席可能人数は５名までとする。 

エ プレゼンテーション用資料 

プレゼンテーション用の資料を用いる場合は、提案書の内容を逸脱しないこと。

また、資料の電子媒体をプレゼンテーション前日までに提案募集事務局に提出する

こと。当日、紙媒体を使用する場合は、提案者にて２０部準備すること。 

オ プレゼンテーション用機材 

プレゼンテーション用機材のうち、スクリーンは本市にて用意する。プロジェク

タ及びパソコンは提案者にて用意すること。詳細は事前審査の有無又は結果を通知

する際に併せて通知する。 
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⑽ 業者選定及び発表の方法 

ア 選定方法 

選定委員会において、別紙３「審査評価項目」のとおり審査を実施する。各委員

が評価点（別紙３「審査評価項目」に基づき採点した点数の合計点）による順位付

けを行い、１位と順位付けした委員数が多い者で各委員の持分点の総合計点の５割

以上を獲得している者を最優秀提案事業者とする。なお、１位と順位付けした委員

数で決定できない場合は、同数となった者について、２位と順位付けした委員数が

多い者を上位として決定する。２位と順位付けした委員数でも決定できない場合は、

同数となった者について、各委員が付けた順位を足し合わせた合計が小さい者を上

位として決定する。いずれの方法でも決定できない場合は、選定委員会委員による

合議又は多数決により決定する。 

イ 発表方法 

選定結果は、令和３年６月１１日（金）頃に電子メールにより通知し、その後書

面による通知も行う。なお、審査結果については、吹田市ホームページ上でも公表

する。 

 

⑾ その他 

ア 本プロポーザルに参加する者は、本募集要項、別紙１「吹田市教育・保育施設運営

支援システム構築業務に関する調達仕様書」等を遵守すること。また、本市の指示に

従い、円滑な提案の執行に協力し、正常な提案の執行を妨げることや、他の提案者の

迷惑になるようなことを避けるほか、常に善良なる参加者としての態度を保持しなけ

ればならない。 

イ 本プロポーザルに参加する者は、最優秀提案事業者決定後において、本募集要項の

内容について、不明又は錯誤等を理由に異議を申し立てることはできない。 

ウ 本プロポーザルに参加する者のうち、本市の競争入札参加有資格者名簿に登載され

ていない者は、契約候補者となった場合、速やかに、同資格者名簿登載者と同等程度

の資格を有すると証する以下の書類を提出すること。 

(ｱ) 履歴（現在）事項全部証明書（写し可） 

(ｲ) 印鑑証明書（写し可） 

(ｳ) 納税証明書「法人税・消費税」（その３の３）（写し可） 

エ 書類の提出については、質問の提出を除き持参又は郵送によることとする。 

オ 提案に参加するために必要な費用は、提案者の負担とする。 

カ 提案、その他手続きに使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

キ 契約金額は、原則として見積書の金額とするが、消費税率の変更等、修正の必要が

発生した場合は契約変更を実施する予定である。詳細は契約締結の際に本市と提案者

とで協議のうえ決定する。 

ク 企業連合体による提案は、１者による提案と同様の扱いとする。 

  



9 

６ 提出書類 

⑴ 提出書類一覧 

資料２【提案募集関係提出書類一覧】の「書類区分」欄のとおり書類の提出を求め

る。なお、様式番号を指示する書類については、本市が提供する書類様式に基づき提

出を求める。 

 

⑵ 業務従事者調書について 

２⑴キを満たしていることが分かる実績を記載すること。なお、記載した資格を証

明する書類を合わせて提出すること。 

 

⑶ 類似業務実績調書について 

令和３年４月１２日から過去５年間の間に、官公庁（国、都道府県、人口概ね１０

万人以上の市又は特別区）と直接契約した本業務の類似業務の完了実績を、以下の４

点を踏まえ、記載すること。 

ア 記載した実績を証明する書類（契約書の写し等）を合わせて提出すること。 

イ 対象の実績は市・特別区において、本業務の類似業務を行った実績を、最大１０

個まで記載すること。なお、以下の４つのポイントに合致する実績を優先して記載

すること。 

(ｱ) 提案するパッケージソフトでの実績 

(ｲ) 直近の実績 

(ｳ) 本業務の内容・特性に近い実績 

(ｴ) 契約金額が大きい実績 

ウ 本調書に記載の類似業務実績のうち、２⑴カを満たす実績を記載すること。 

エ 本調書中「プロジェクト責任者」欄には、記載した業務において本業務のプロジ

ェクト責任者が果たした役割を記載すること。また、「プロジェクトマネージャ」

及び「チームリーダー」欄も同様に記載すること。 

 

⑷ 提案書類作成について 

ア 提案書類の拘束力 

選定された提案書類の記載事項は、保守・運用に関する事項を除き、原則として

契約時に業務委託仕様として採用することを想定している。意見・提案を求めてい

る部分について業務委託仕様として採用するかどうかは、契約候補者選定後、協議

のうえ決定する。ただし、提案書類に記載したものは、すべて見積書に記載する金

額に含めること。 

イ 提案書類の著作権 

提出された提案書類の著作権は、提案の採否に関わらず、提案者に帰属する。 

ウ 提案書の作成 

提案書は、別紙１「吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務に関する調

達仕様書」に基づき、別紙３「審査評価項目」に記載する内容について、「審査評
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価項目」の順に作成すること。なお、企業連合体の場合には、提案書に、とりまと

めを行う代表となる構成員及びその他の構成員が担当する範囲について、その関係

性がわかるように記載し、及び構成員間の体制についても記載すること。ただし、

企業名は記載せず、記号等の手段により表現すること。 

提案書はＡ４判縦、片面換算で１００ページ以内（表紙・目次等は含まない。）

とし、両面印刷で作成すること。なお、視認性の観点から一部のページでＡ３判

（縦横問わない。）を用いることは問題ない。本市が様式として示すファイルは様

式のファイル形式で作成し、様式を自由とする他のファイルについては、Microsoft 

Office 形式若しくは PDF 形式で作成すること。 

エ その他の注意事項 

(ｱ) 提案書類には社名やロゴマークを記載しないこと。なお、本市が指定する一部の

提案書（提出部数１部としている提案書）のみ、企業名を入れること。 

(ｲ) 目次を付し、適宜ページ番号をふること。 

(ｳ) 横書きで記述すること。 

(ｴ) 提案書への資料添付は別途定める「提案書添付資料」として提出することを認め

る。なお、この「提案書添付資料」は評価に含めない。 

(ｵ) 鉛筆書きによる提案書類は認めない。 

 

⑸ 見積書作成について 

本業務にかかる費用を、様式６－１～６－３「見積書」に記載し、提出すること。 

 

⑹ 機能要件対応状況表及び帳票要件対応状況表作成について 

様式９「機能要件対応状況表」及び様式１０「帳票要件対応状況表」について、別

紙１「吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務に関する調達仕様書」に基づ

き、作成すること。 

両様式記載の要件と、提案するパッケージ機能を比較し、適応状況を記載すること。

なお、機能は、原則、パッケージに実装済で運用実績があるものを想定するが、記載

内容に応じて考えること。 

各項目の記載要領は以下のとおり。 

 

<<適合性評価>> 

 ＜重要度Ｓ～Ａ＞ 

 ◎：標準的な機能・帳票として有している。 

 □：標準機能を活用した代替方法として提案がある。 

 △：機能として有していない。機能実現にはカスタマイズ、ローカルシステム

作成など個別対応が必要である。 

 ＜重要度Ｂ＞ 

 ◎：標準的な機能・帳票として有している。 

 □：標準機能を活用した代替方法として提案がある。 

 △：機能として有していない。機能実現にはカスタマイズ、ローカルシステム
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作成など個別対応が必要である。 

 ×：実現不可能である。 

 ＜重要度Ｃ～Ｄ＞ 

 ◎：標準的な機能・帳票として有している。 

 □：標準機能を活用した代替方法として提案がある。 

 ×：実現不可能である。 

 

【注意事項】 

審査の過程で、記入された適合性評価が実状と異なると判明した場合は、当該

項目において、提案募集事務局にて評価を調査したうえ、選定委員会にて審査し、

実状に即した評価とする。そのため、要件を十分に精査し、慎重に記載すること。 

 

<<パッケージ標準対応の場合>> 

適合性評価を◎と回答した機能について、特記事項がある場合は「備考」欄に

その内容を記載すること。 

 

<<パッケージ標準対応＋代替運用の場合>> 

適合性評価を□と回答した機能について、対応方法や留意点などを「備考」欄

に記入すること。代替運用はカスタマイズ以外の案とする。また、アドオンを実

施するなど、追加費用が発生することで対応可能な機能についてはその旨を記載

し、追加費用を見積に含めること。 

 

<<カスタマイズ対応の場合>> 

適合性評価を△で回答した機能について、「備考」欄にカスタマイズの内容を

記載し、その費用を見積に含めること。 

 

【注意事項】 

記入された適合性評価が、上記条件に合致しない場合、提案募集事務局にて訂

正した結果を選定委員会にて審査する。 

 

⑺ サーバースペックシート作成について 

別紙１「吹田市教育・保育施設運営支援システム構築業務に関する調達仕様書」の

内容を踏まえたうえ、オンプレミス等、サーバを個別に設置する提案システムの場合

は、必要とするサーバーのリソースを記載すること。 

 

⑻ 参加表明後の辞退 

様式１「参加表明書」提出後に辞退する場合は、速やかに様式８「提案辞退届」を

提出すること。なお、可能な限り、提案書の提出までに提出することが望ましい。 
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７ 提案審査に関する事項 

⑴ 提案の審査機関 

応募のあった提案の審査については、選定委員会が行う。評価支援部会は、選定委

員会の審査を支援するため、デモンストレーションにおける結果をまとめ、提案内容

に係る評価支援部会としての評価及び意見を選定委員会に具申できるものとする。 

契約候補者は選定委員会において選定する。 

 

⑵ 参加資格の審査方法 

参加表明、資格審査書類として提出を受けた、会社概要、体制図、業務従事者調書、

類似業務実績調書、財務諸表、セキュリティ認証の写しに基づき審査する。 

 

⑶ 提案の審査方法 

ア 最優秀提案は、５⑽アに記載した方式で審査し、決定する。 

イ 参加資格を有する提案事業者が４者を超える場合、事前審査することがあるため、

留意すること。 

ウ 提案事業者が１者のみの場合であっても、２者以上の場合と同様に提案審査を実施 

する。ただし、各委員の持分点の総合計点の５割以上を獲得しなければ最優秀提案事

業者として、契約候補者になることはできない。 

エ 事故等の特別な事由により、最優秀提案事業者との契約が不可能となった場合にお

いては、審査結果が次点の者から繰り上げて契約候補者とする。ただし、各委員の持

分点の総合計点の５割以上を獲得している者でなければならない。 

 

⑷ 評価点 

各委員は、提案書（３００点）＋システム機能要件及び帳票要件の適合性（３００

点） ＋見積金額（１５０点）＋デモンストレーション・プレゼンテーション・ヒア

リング（２５０点）の合計１０００点満点で採点する。 

 

⑸ 契約候補者として決定されなかった参加者についての取扱い 

契約候補者として決定されなかった参加者は、その理由について通知日の翌日から

起算して７日以内に本市に対して説明を求めることができる。 

 

⑹ その他 

その他選定に必要な事項は、内規で定める。 
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８ 契約 

⑴ 契約保証金については、吹田市財務規則（昭和３９年吹田市規則第１４号）第１１３

条第２項第２号の規定により契約金額の１００分の５以上とする。ただし、同規則第１

１３条第３項の規定に該当する場合は、減額する場合がある。 

⑵ 契約金額は、原則として見積書の金額に消費税及び地方消費税を加えた額（令和３年

度構築に係る費用）とするが、修正の必要が発生した場合は契約変更を実施する予定で

ある。詳細は契約締結の際に本市と提案者とで協議のうえ決定する。 
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資料１【提案募集日程表】 

内容 期日 

募集要項交付期間 
令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から 

令和３年４月２７日（火）午後５時まで 

質問受付期間 
令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から 

令和３年４月２７日（火）午後５時まで 

参加表明、資格審査書類 

提出期間 

令和３年４月１３日（火）午前９時３０分から 

令和３年４月２７日（火）午後５時まで 

質問回答日 令和３年５月１０日（月）頃 

参加資格審査結果通知 令和３年５月１０日（月）頃 

提案書類の提出期間 
令和３年５月１１日（火）午前９時３０分から 

令和３年５月１８日（火）午後５時まで 

事前審査（必要な場合） 
令和３年５月１９日（水）から 

令和３年５月２１日（金）頃まで 

事前審査結果通知 令和３年５月２５日（火）頃 

書類審査 
令和３年５月２６日（水）から 

令和３年６月４日（金）まで 

デモンストレーション及びヒア

リング（予定） 

令和３年５月３１日（月）から 

令和３年６月４日（金）まで 

プレゼンテーション及びヒアリ

ング（予定） 

令和３年５月３１日（月）から 

令和３年６月４日（金）まで 

選定結果通知 令和３年６月１１日（金）頃 
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資料２【提案募集関係提出書類一覧】 

書類

区分 
提出書類名 

様式 

番号 

提出 

部数 
備考 

参
加
表
明
、
資
格
審
査
書
類 

参加表明書 様式１ 

１部 

 

同一の者から提

出されたものが

分かるように綴

っておくこと。 

会社概要 様式２ 

企業連合体の場合

は、参加するすべて

の構成員分提出する

こと。 

プロジェクト体制

図 

様式３－１

～３－４ 
 

業務従事者調書 
様式４－１

～４－３ 

プロジェクト責任者

用、プロジェクトマ

ネージャ用及びチー

ムリーダー用 

類似業務実績調書 様式５ 

企業連合体の場合

は、参加するすべて

の構成員分提出する

こと。 

財務諸表  

過去３年分の貸借対

照表及び損益計算書 

企業連合体の場合

は、参加するすべて

の構成員分提出する

こと。 

セキュリティ認証

の写し 
 

ＩＳＯ２７００１認

証又はプライバシー

マーク認証の写し 

企業連合体の場合

は、参加するすべて

の構成員分提出する

こと。 

提
案
書
類 

提案書  

１部 

Ａ４判縦 

表紙に企業名を入れ

たもの 

同一の者から提

出されたものが

分かるように綴

っておくこと。 

提案書添付資料  
パンフレット等を想

定。提出は任意。 

プロジェクト体制

図 

様式３－１

～３－４ 
 

業務従事者調書 
様式４－１

～４－３ 

プロジェクト責任者

用、プロジェクトマ

ネージャ用及びチー

ムリーダー用 

類似業務実績調書 様式５ 

企業連合体の場合

は、参加するすべての

構成員分提出するこ

と。 

見積書 
様式６－１

～６－３ 
Ａ４判縦 
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書類

区分 
提出書類名 

様式 

番号 

提出 

部数 
備考 

機能要件対応状況

表 
様式９ Ａ３判横 

帳票要件対応状況

表 
様式１０ Ａ３判横 

「提案書」から

「帳票要件対応状

況表」までの電子

データ 

 

ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ形式 

提案書は、企業名を入れたもの、企業

名を入れないものの両方のデータを格

納すること。 

※「提案書添付資料」及び「サーバー

スペックシート」の格納は任意 

提案書  ２０部 

Ａ４判縦 

企業名を入れないもの。 

 

 

機能要件対応状況

表 
様式９ 

２０部 

Ａ３判横 
同一の者から提

出されたものが

分かるように綴

っておくこと。 

帳票要件対応状況

表 
様式１０ Ａ３判横 

サーバースペック

シート 
様式１１ ２０部 

Ａ４判横 

提出は任意 

質
問
書
類 

質問書 様式７ １部 
質問がある場合のみ電子メールで提出

のこと。 

辞
退
書
類 

提案辞退届 様式８ １部 
辞退をする場合のみ速やかに提出のこ

と。 

 


